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山梨県葬祭事業協同組合

　山梨県葬祭事業協同組合（上田孝二理事長　組
合員12社）は10月14日、上部団体である全日本葬
祭業協同組合連合会（以下、全葬連）とともに、山梨
県と「災害時における遺体の処理及び埋葬の協力

に関する協定」を
締結した。
　近年、東日本大
震災をはじめ、地
震や津波、土砂災
害等の自然現象
等による被害が全
国で発生してい
る。こうした災害時
の対応で苦慮する
ことのひとつに、遺

体の処理がある。今回の協定では、自然災害発生時
に山梨県及び各市町村からの要請に基づき、遺体の
搬送や葬儀、遺体の処理や埋葬に係る物品（棺、収
納袋、ドライアイス等）の提供を行うこととなった。
　遺体の処理については、誰しもが行えるわけでは
ない。誤った処理をすると、処理をした者が細菌感染
するなどの二次災害を引き起こす可能性もある。今
回の協定により、遺体の処理を専門家である葬祭組
合の事業者が行うことで、こうした二次災害を未然
に防ぐことを目的としている。また、全葬連との三者
協定とすることにより、万一、山梨県の組合員が被災
して対応できない場合でも、全国の葬祭組合の組合
員から支援を受けられる体制が構築できた。
　今回の協定締結を受けて上田理事長は、「災害は
発生しないことが良いし、被災者も出ないことが一

番。しかし、万一を想定して被災時の対応を考えてお
くことは、非常に重要である。今回の協定締結によ
り、山梨県が被災した際、本組合や全国から支援を
受けられる体制が出来たことは、山梨県民にとっても
大きな安心に繋がる。組合では、今後も社会から求
められる責務を精一杯果たしていきたい。」と述べて
いる。

山梨県山砕石事業協同組合

　山梨県山砕石事業協同組合（千野進理事長　
組合員13社）では、「貴重な人材を守ることが、各社
の事業を守ることにもつながる」として、組合員企業
のBCP(事業継続計画)策定に組合として取り組ん
でいる。
　災害によって道路や擁壁（ようへき=道路わきの

コンクリート等
の壁）などの生
活インフラに被
害が発生した
場合、砕石業
者は復旧のた
めに砂利など
の資材の供給
をいち早く行わ
なければならな

い。一方、組合員事業所の砕石現場は、業務の遂
行が不能になるような直接的被害を受ける可能性
が高い。生活インフラの一端を支える建設関連業
種として業務が止まってしまうと、緊急時に社会的
責任を果たせないことにもなりかねない。
　こうした事態に対応するため、災害によって砕石
業務が止まった場合の復旧方法をあらかじめ決め
ておくことが必要であるとして、BCP策定の取り組
みが始まった。
　一般的に組合等でBCP策定研修をする場合、仮
想事例をもとに行うことが多いが、今回は㈱荒井建
材を事例に基本方針の策定や事業継続に必要な
経営資源や具体的業務についての洗い出し作業を
行い、参加組合員が自社での計画策定に取り組む
際にどのように行わなければならないかを具体的に
理解してもらえるように取り組んでいる。

　「砕石業は
現場状況が
刻 と々変わる
自然相手の
資源産業で、
災害が発生
した場合には
大きな被害を
こうむる特異性がある。組合員の経営を支える事業
を行うことが組合の責務であり、荒井建材をモデル
に策定したBCPを砕石業におけるBCPのモデルと
して全組合員や、関連団体にも普及を図ることで、
業界全体のBCP普及につなげたい。」と千野理事
長は語ってくれた。
　BCP策定に関するご質問・ご相談は、中央会連
携組織課まで

山梨県酒造組合

　山梨県酒造組合（北原兵庫会長）は、10月1日山
梨県防災新館やまなしプラザにおいて、日本酒の日
に商談会、日本酒セミナー、試飲会を3部構成で開
催した。
　これまで組合では、秋の試飲会を開催してきた
が、今回は組合員15社が蔵自慢の逸品を持ち寄

り、合計41
銘柄の山梨
県産酒を集
結した商談
会を初めて
行った。商
談会には、
県内外の卸
店・小売酒

販店・大手スーパー等の仕入担当者約40名が会
場を訪れ、各ブースで試飲をしながら好みの酒を探
し、商談を進めていた。
　小宮山事務局長は「初めての商談会だったが、
大きな手応えを感じた。山梨県の日本酒の知名度
をあげるために、日本酒の美味しさを先ずは県内の
皆さんにPRしていきたい」と話した。
　また、山梨県においても年 日々本酒の消費量が減
少していることから、組合では3年前から甲府駅周
辺で県産の日本酒が呑める店の地図等も作成し消
費拡大に努めてきた。この度、消費拡大の一環とし
て、山梨県内で作られた日本酒を始めとするお酒を
常時3銘柄以上提供する県内の飲食店を「県産酒
が呑める店」として認定する制度を発表し、この日
スタートした。

　同時に行われた日本
酒セミナーでは、杜氏か
ら「秋は春先に生まれ
た新酒がひと夏を超し、
熟成して飲み頃となる
『秋あがり（ひやおろ
し）』の時期です。豊穣
の秋にふさわしい穏や
かで落ち着いた香りを
放ち滑らかな口あたりを
味わって欲しい。」と説明があり、約400名以上の
一般消費や愛飲家などが参加した試飲会では、新
酒とは一味違うこの時期限定の日本酒が味わわ
れ、盛会の内に終了した。
　また、組合では11月14・15日の県民の日に、小瀬
スポーツ公園で試飲・販売会を開催する予定。
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専門家　㈱電縁　佐藤雅信氏

協定締結式での様子
（左から全葬連 松井会長、後藤知事、上田理事長）

今回の協定の必要性を述べる
上田理事長

専門家と共に採石現場で事業を検証

県産酒が呑める店

商談会風景


